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【１】 令和元年度一般会計・特別会計予算の概況

Ⅰ 一般会計・特別会計予算の概況

(1) 一般会計・特別会計予算規模の推移

令和元年度の一般会計・特別会計予算額の合計は、424 億 812 万 7 千円

で、前年度に比べ 4.7％の減となっており、その内訳は一般会計が 280 億

円、特別会計が 144 億 812 万 7 千円となっています。

用語説明

＊一般会計とは … 市の行政運営の基本的な経費を計上した会計であり、特別会計で計上される以

外のすべての経費を一般会計で処理することとされています。

＊特別会計とは … 特定の事業を行う場合に、一般会計とは区別して特定の歳入歳出をもって処理

する会計です。
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(2) 一般会計・特別会計予算の前年度との比較

令和元年度の一般会計当初予算額は 280 億円となり、前年度比 1.3％の

減額となりました。

特別会計の当初予算額合計は 144 億 812 万 7 千円で、前年度比 10.7％の

減額となりました。また、下水道事業は令和元年度より公営企業会計へ移

行しました。

令和元年度予算額
（A)

平成30年度予算額
（B)

比較増減（A) - (B) 伸び率

28,000,000 28,380,000 △ 380,000 △ 1.3%

14,408,127 16,127,392 △ 1,719,265 △ 10.7%

国 民 健 康 保 険
（ 事 業 勘 定 ）

6,409,363 6,667,801 △ 258,438 △ 3.9%

国 民 健 康 保 険
（診療施設勘定）

116,286 115,083 1,203 1.0%

後 期 高 齢 者 医 療 869,921 831,344 38,577 4.6%

介 護 保 険 6,414,655 6,429,276 △ 14,621 △ 0.2%

下 水 道 事 業 - 1,425,078 △ 1,425,078 皆減

農業集落排水事業 191,719 249,689 △ 57,970 △ 23.2%

戸 別 合 併 処 理
浄 化 槽 事 業

207,588 257,035 △ 49,447 △ 19.2%

公設地方卸売市場 30,800 30,752 48 0.2%

駐 車 場 事 業 167,795 121,334 46,461 38.3%

42,408,127 44,507,392 △ 2,099,265 △ 4.7%

（単位：千円）
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Ⅱ 一般会計予算の概況

(1) 歳入予算の内訳

令和元年度の一般会計歳入予算の主な内容は、市税が 86 億 6,118 万 3

千円で全体の 30.9％を占めており、他には地方交付税 62億円（22.1％）、

国庫支出金が34億6,175万8千円（12.4％）、市債が25億9,400万円（9.3％）

となっています。

市税は、市の歳入の大部分を占めていますが、市税とは、市民税や固定

資産税など、市に納付する税のことです。一方、地方交付税とは、所得税

や法人税など、国に納付する税の一定割合が、収入が不足する地方自治体

に交付されるものです。いずれも「税」という名前がついているため、両

者は混同されがちですが、性格は大きく異なり、一言でいえば、地方交付

税とは国からの仕送りのようなものです。

また、自治体も必要に応じて借金をすることがあり、市の借金のことを

「市債」と呼びます。令和元年度は、25 億 9,400 万円の借金をする予定で、

歳入全体の 9.3％を占めています。このうち、8 億円が臨時財政対策債で

すが、後年度に元利償還金の全額が地方交付税で措置されることになって

います。また、合併特例債も後年度に元利償還金の 70％が地方交付税で措

置されることになっており、今年度 11 億 7,710 万円を借り入れる予定で

す。

このように、後年度に返済金の負担が重くならないよう、市債の借入は

できるだけ地方交付税措置があるものを活用するようにしています。

なお、市税や使用料、財産収入のように市が自主的に収入できる財源で

ある「自主財源」は 124 億 2,342 万 2 千円で、全体の 44.4％となっていま

す。一方、地方交付税や国庫支出金、市債等の「依存財源」は、155 億 7,657

万 8千円で全体の 55.6％となっています。
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市税
8,661,183千円 
30.9%

地方譲与税
248,700千円 
0.9%

地方消費税交付金
1,160,000千円 
4.1%

地方交付税
6,200,000千円 
22.1%

分担金及び負担金
230,909千円 
0.8%

使用料及び手数料
568,368千円 
2.0%

国庫支出金
3,461,758千円 
12.4%

県支出金
1,726,120千円 
6.2%

繰入金
1,551,529千円 
5.6%

市債
2,594,000千円 
9.3%

その他
1,597,433千円 
5.7%

歳入合計　28,000,000千円
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用語説明

＊自主財源とは … 市が自主的に収入しうる財源のことで、市税、分担金及負担金、使用料及手数

料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入が該当します。自主財源収入が

多いと、行政活動の自主性と安定性が高まります。

＊依存財源とは … 国や県から交付されたり、割り当てられたりする収入のことで、地方譲与税や地

方交付税、国庫支出金、県支出金、市債等、自主財源に該当しないものです。

増減額 増 減 率

1 市 税 8,661,183 8,372,246 288,937 3.5% 30.9%

2 地 方 譲 与 税 248,700 220,000 28,700 13.0% 0.9%

3 利 子 割 交 付 金 14,000 16,000 △ 2,000 △ 12.5% 0.1%

4 配 当 割 交 付 金 13,000 13,000 0 0.0% 0.0%

5 株式等譲渡 所得割交付 金 9,000 10,000 △ 1,000 △ 10.0% 0.0%

6 地 方 消 費 税 交 付 金 1,160,000 1,149,000 11,000 1.0% 4.1%

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 44,000 48,000 △ 4,000 △ 8.3% 0.2%

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 42,000 59,000 △ 17,000 △ 28.8% 0.2%

9 環 境 性 能 割 交 付 金 16,000 - 16,000 皆増 0.1%

10 地 方 特 例 交 付 金 40,000 34,000 6,000 17.6% 0.1%

11 地 方 交 付 税 6,200,000 6,350,000 △ 150,000 △ 2.4% 22.1%

12 交通安全対 策特別交付 金 8,000 8,000 0 0.0% 0.0%

13 分 担 金 及 び 負 担 金 230,909 238,129 △ 7,220 △ 3.0% 0.8%

14 使 用 料 及 び 手 数 料 568,368 567,325 1,043 0.2% 2.0%

15 国 庫 支 出 金 3,461,758 3,488,665 △ 26,907 △ 0.8% 12.4%

16 県 支 出 金 1,726,120 1,704,040 22,080 1.3% 6.2%

17 財 産 収 入 197,583 139,458 58,125 41.7% 0.7%

18 寄 附 金 106,302 106,302 0 0.0% 0.4%

19 繰 入 金 1,551,529 1,416,224 135,305 9.6% 5.6%

20 繰 越 金 739,513 851,455 △ 111,942 △ 13.1% 2.6%

21 諸 収 入 368,035 323,856 44,179 13.6% 1.3%

22 市 債 2,594,000 3,265,300 △ 671,300 △ 20.6% 9.3%

28,000,000 28,380,000 △ 380,000 △ 1.3% 100.0%

自 主 財 源 12,423,422 12,014,995 408,427 3.4% 44.4%

依 存 財 源 15,576,578 16,365,005 △ 788,427 △ 4.8% 55.6%

（単位：千円）

平成30年度予算との比較

歳 入 合 計

款 令和元年度 平成30年度 構成比

内

訳
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(2) 歳出予算の内訳

令和元年度の一般会計歳出予算額を行政目的別に分類すると、民生費

が 104 億 767 万円で全体の 37.2％を占めており、他には総務費が 32 億

9,137 万円（11.7％）、公債費が 30億 6,137 万 7 千円（10.9％）、となって

います。

防災行政無線システム整備事業の完了に伴う事業費の減少などにより、

前年度に比べ総体としては、3億 8千万円の減額となりましたが、主な事

業として、旧秩父セメント第 1プラント跡地整備事業、森林環境譲与税運

用事業、尾田蒔中学校校舎大規模改造事業、聖地公園合葬墓等墓地造成第

1期工事、移住促進のための奨励金・支援金の新設及び子どもの居場所づ

くり推進事業等を予算計上しています。

議会費
220,787千円
0.8% 総務費

3,291,370千円
11.7%

民生費
10,407,670千円
37.2%

衛生費
2,591,928千円
9.3%

労働費
84,589千円
0.3%

農林水産業費
596,112千円
2.1%

商工費
616,610千円
2.2%

土木費
2,947,136千円
10.5%

消防費
1,232,108千円
4.4%

教育費
2,683,714千円
9.6%

公債費
3,061,377千円
10.9%

その他
266,599千円
1.0%

歳出合計　28,000,000千円
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用語説明

＊議会費 … 市議会の運営にかかる経費

＊総務費 … 市の各種計画の策定や推進、市の内部管理、選挙の執行、統計調査等にかかる経費

＊民生費 … 児童、高齢者、心身障がい者福祉のための経費や生活保護の経費

＊衛生費 … 市民の健康づくり、環境保全のための経費

＊農林水産業費 … 農林水産業の振興を図るための支援や生産基盤整備などの経費

＊商工費 … 中小企業の振興を図るための支援や観光振興にかかる経費

＊土木費 … 道路、河川、市営住宅、公園などの建設や維持管理にかかる経費

＊消防費 … 防火水槽などの消防施設の建設や消防団活動などにかかる経費

＊教育費 … 学校教育の充実、生涯学習の充実、芸術・文化・スポーツの振興のための経費

＊公債費 … 借入金の元金や利子の返済にかかる経費

増減額 増減率

1 議 会 費 220,787 235,486 △ 14,699 △ 6.2% 0.8%

2 総 務 費 3,291,370 3,373,899 △ 82,529 △ 2.4% 11.7%

3 民 生 費 10,407,670 10,422,437 △ 14,767 △ 0.1% 37.2%

4 衛 生 費 2,591,928 2,797,628 △ 205,700 △ 7.4% 9.3%

5 労 働 費 84,589 83,171 1,418 1.7% 0.3%

6 農 林 水 産 業 費 596,112 597,160 △ 1,048 △ 0.2% 2.1%

7 商 工 費 616,610 597,447 19,163 3.2% 2.2%

8 土 木 費 2,947,136 3,017,562 △ 70,426 △ 2.3% 10.5%

9 消 防 費 1,232,108 1,710,894 △ 478,786 △ 28.0% 4.4%

10 教 育 費 2,683,714 2,234,646 449,068 20.1% 9.6%

11 災 害 復 旧 費 4 4 0 0.0% 0.0%

12 公 債 費 3,061,377 3,006,409 54,968 1.8% 10.9%

13 諸 支 出 金 192,052 197,862 △ 5,810 △ 2.9% 0.7%

14 予 備 費 74,543 105,395 △ 30,852 △ 29.3% 0.3%

28,000,000 28,380,000 △ 380,000 △ 1.3% 100.0%

（単位：千円）

平成30年度予算との比較

歳 出 合 計

款 令和元年度 平成30年度 構成比
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【２】 平成 30 年度下半期における財政の状況

Ⅰ 一般会計・特別会計予算に対する収入支出の概況

(1) 一般会計・特別会計予算の執行状況

平成 30 年度（平成 31 年 3 月 31 日現在）の一般会計・特別会計の予算

に対する執行状況は、歳入が 431 億 9,461 万 8 千円で予算現額に対する収

入割合は 90.4％、歳出は 402 億 3,292 万 1 千円で予算現額に対する支出割

合は 84.2％となっています。

収 入 済 額 収入割合 支 出 済 額 支出割合

31,146,871 27,322,790 87.7% 25,538,016 82.0%

16,632,518 15,871,828 95.4% 14,694,905 88.4%

国 民 健 康 保 険
（ 事 業 勘 定 ）

6,803,066 6,600,930 97.0% 6,581,179 96.7%

国 民 健 康 保 険
（診療施設勘定）

117,999 94,385 80.0% 91,151 77.2%

後 期 高 齢 者 医 療 818,888 765,605 93.5% 739,697 90.3%

介 護 保 険 6,724,762 6,384,982 94.9% 5,643,507 83.9%

下 水 道 事 業 1,634,321 1,588,432 97.2% 1,348,225 82.5%

農業集落排水事業 180,523 136,865 75.8% 119,230 66.0%

戸 別 合 併 処 理
浄 化 槽 事 業

175,211 103,725 59.2% 148,680 84.9%

公設地方卸売市場 31,191 31,214 100.1% 7,842 25.1%

駐 車 場 事 業 146,557 165,690 113.1% 15,394 10.5%

47,779,389 43,194,618 90.4% 40,232,921 84.2%

（単位：千円）

歳 入 歳 出

一 般 会 計

特 別 会 計

合 計

（平成31年3月31日現在、繰越額含む）

会 計 名 予 算 現 額

特
　

別
　

会
　

計
　

の
　

内
　

訳
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Ⅱ 一般会計予算の執行状況

(1) 款別歳入予算の収入状況

平成 30年度（平成 31年 3月 31 日現在）の一般会計歳入の収入済額は、

273 億 2,279 万円で、予算現額に対する収入割合は 87.7％となっています。

市税

8,573,799千円 

31.4%

地方譲与税

224,777千円 

0.8%

地方消費税交付金

1,165,644千円 

4.3%

地方交付税

6,943,552千円 

25.4%

分担金及び負担金

142,474千円 

0.5%

使用料及び手数料

495,985千円 

1.8%

国庫支出金

2,935,652千円 

10.8%

県支出金

1,292,242千円 

4.7%

繰入金

1,336,555千円 

4.9%

市債

1,177,700千円 

4.3%

その他

3,034,410千円 

11.1%

収入済額　27,322,790千円
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（単位：千円）

予 算 現 額 収 入 済 額 予算現額との比較 収 入 割 合

1 市 税 8,372,246 8,573,799 201,553 102.4%

2 地 方 譲 与 税 220,000 224,777 4,777 102.2%

3 利 子 割 交 付 金 16,000 9,607 △ 6,393 60.0%

4 配 当 割 交 付 金 13,000 26,673 13,673 205.2%

5 株式等譲渡 所得割交付 金 10,000 24,504 14,504 245.0%

6 地 方 消 費 税 交 付 金 1,149,000 1,165,644 16,644 101.4%

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 48,000 50,668 2,668 105.6%

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 59,000 95,759 36,759 162.3%

9 地 方 特 例 交 付 金 43,682 43,682 0 100.0%

10 地 方 交 付 税 6,833,313 6,943,552 110,239 101.6%

11 交通安全対 策特別交付 金 8,000 7,273 △ 727 90.9%

12 分 担 金 及 び 負 担 金 236,404 142,474 △ 93,930 60.3%

13 使 用 料 及 び 手 数 料 528,289 495,985 △ 32,304 93.9%

14 国 庫 支 出 金 3,220,222 2,935,652 △ 284,570 91.2%

15 県 支 出 金 1,802,185 1,292,242 △ 509,943 71.7%

16 財 産 収 入 144,508 125,650 △ 18,858 87.0%

17 寄 附 金 409,461 392,990 △ 16,471 96.0%

18 繰 入 金 1,402,792 1,336,555 △ 66,237 95.3%

19 繰 越 金 1,910,631 1,910,631 0 100.0%

20 諸 収 入 403,404 346,973 △ 56,431 86.0%

21 市 債 4,316,734 1,177,700 △ 3,139,034 27.3%

31,146,871 27,322,790 △ 3,824,081 87.7%

自 主 財 源 13,407,735 13,325,057 △ 82,678 99.4%

依 存 財 源 17,739,136 13,997,733 △ 3,741,403 78.9%

款

歳 入 合 計

（平成31年3月31日現在、繰越額含む）

内

訳
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(2) 款別歳出予算の執行状況

平成 30年度（平成 31年 3月 31 日現在）の一般会計歳出の支出済額は、

255 億 3,801 万 6 千円で、予算現額に対する支出割合は 82.0％となってい

ます。

議会費

215,139千円

0.8% 総務費

2,850,254千円

11.2%

民生費

9,101,203千円

35.6%

衛生費

2,017,210千円

7.9%
労働費

83,026千円

0.3%

農林水産業費

529,484千円

2.1%

商工費

595,317千円

2.3%

土木費

2,399,027千円

9.4%

消防費

1,062,497千円

4.2%

教育費

2,046,716千円

8.0%

公債費

3,154,063千円

12.4%

その他

1,484,080千円

5.8%

支出済額　25,538,016千円
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（単位：千円）

予 算 現 額 支 出 済 額 予算現額との比較 支出割合

1 議 会 費 234,186 215,139 19,047 91.9%

2 総 務 費 3,516,235 2,850,254 665,981 81.1%

3 民 生 費 9,939,398 9,101,203 838,195 91.6%

4 衛 生 費 2,791,260 2,017,210 774,050 72.3%

5 労 働 費 83,171 83,026 145 99.8%

6 農 林 水 産 業 費 689,283 529,484 159,799 76.8%

7 商 工 費 722,202 595,317 126,885 82.4%

8 土 木 費 3,309,278 2,399,027 910,251 72.5%

9 消 防 費 2,027,052 1,062,497 964,555 52.4%

10 教 育 費 2,929,845 2,046,716 883,129 69.9%

11 災 害 復 旧 費 4 0 4 0.0%

12 公 債 費 3,231,123 3,154,063 77,060 97.6%

13 諸 支 出 金 1,502,759 1,484,080 18,679 98.8%

14 予 備 費 171,075 0 171,075 0.0%

31,146,871 25,538,016 5,608,855 82.0%

款

歳 出 合 計

（平成31年3月31日現在、繰越額含む）
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Ⅲ 平成 30 年度市税収入の状況

平成 30年度（平成 31年 3月 31 日現在）の市税収入額は 85 億 7,379 万

8,623 円で、これを平成 31 年 3 月 31 日現在の人口 62,513 人で除した市民

１人当たりの納税額は 13 万 7,152 円となっています。

（単位：円）

税 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 率
市民１人当た
り の 納 税 額

市 民 税 2,991,768,000 3,365,460,819 3,082,226,382 91.6% 49,305

固 定 資 産 税 4,477,178,000 4,888,252,988 4,569,053,737 93.5% 73,090

軽 自 動 車 税 203,800,000 242,406,404 223,343,166 92.1% 3,573

市 た ば こ 税 374,950,000 368,420,258 368,348,874 100.0% 5,892

鉱 産 税 4,160,000 4,949,100 4,875,300 98.5% 78

特別土地保有税 2,000 0 0 ― 0

入 湯 税 12,487,000 14,078,500 13,710,450 97.4% 219

都 市 計 画 税 307,901,000 342,170,988 312,240,714 91.3% 4,995

合 計 8,372,246,000 9,225,739,057 8,573,798,623 92.9% 137,152
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Ⅳ 財産、市債及び一時借入金の現在高（平成 31年 3 月 31 日現在）

（1）土地及び建物

（2）基金

(単位：㎡) 

区 分 土 地 建 物 備 考

行 政 財 産 3,637,529.23 331,185.38 市庁舎、小中学校、市営住宅、保育所等

普 通 財 産 36,729,882.87 30,669.36 宅地、山林等

合 計 40,367,412.10 361,854.74 

(単位：円) 

種 別 現 在 高 備        考

財 政 調 整 基 金 2,187,820,842 

減 債 基 金 3,436,633,554 

公 共 施 設 整 備 基 金 2,429,278,642 

公 有 地 取 得 基 金 1,045,717,245 

地 域 振 興 基 金 2,703,730,837 

地 域 福 祉 基 金 651,351,630 

分 収 育 林 事 業 基 金 45,339,825 

消 防 賞 じ ゅ つ 基 金 1,352,454 

入 学 準 備 金 貸 付 基 金 15,541,138 　運用中のもの  　3,598,000

奨 学 資 金 貸 付 基 金 99,528,500 　運用中のもの   40,328,000

武 山 育 英 基 金 447,863,085 　運用中のもの  284,269,800　

高 山 奨 学 基 金 111,692,054 　運用中のもの   30,821,000

高額療養費等支払資金貸付基金 8,140,822 

出 産 費 資 金 貸 付 基 金 2,544,672 

介 護 保 険 給 付 費 準 備 基 金 691,309,367 

ち ち ぶ 夢 創 り 基 金 396,108,887 

ち ちぶ定 住自立圏 振興基 金 7,164,103 

過疎地域自立促進特別事業基金 280,688,906 

文 化 財 保 護 基 金 300,059,838 

合 計 14,861,866,401 
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(3) 市債 ～目的別・借入先別一覧表～

※ 地方債合計 35,439,129 千円中、地方交付税により手当てされる割合は、

(4) 一時借入金

０千円

財務省

財政融資資金
簡保資金 郵貯資金

地方公共団体

金融機構

埼玉りそな

銀行

武蔵野

銀行
足利銀行

総 務 債 185,194 2,721,177 9,844 

民 生 債 85,308 6,348 

農 林 水 産 債 85,678 

商 工 債 26,548 700 

土 木 債 38,340 11,818 1,353 4,291 1,751,088 678,288 113,064 

公 営 住 宅 債 216,511 67,415 27,707 

消 防 債 62,950 49,810 23,342 

教 育 債 299,627 63,630 210,006 1,964,496 660,500 

災 害 復 旧 債 8,466 

過 疎 対 策 事 業 債 1,112,628 154,570 19,440 

辺 地 対 策 事 業 債 305,275 

減 税 補 て ん 債 65,241 134,928 

臨 時 税 収 補 填 債

臨 時 財 政 対 策 債 9,988,811 3,454,671 185,479 

出 資 債 126,063 559,003 

国 民 健 康 保 険 会 計

（ 診 療 施 設 勘 定 ）
9,337 

介 護 保 険

下 水 道 事 業 会 計 1,048,989 863,538 2,998,289 46,794 62,200 

農業集落排水事業会計 317,764 303,152 

戸 別 合 併 浄 化 槽

事 業 会 計
637,486 1,660 

14,445,040 1,147,677 1,353 7,644,457 6,758,532 1,606,068 165,690 

40.8% 3.2% 0.0% 21.6% 19.1% 4.5% 0.5%

合　　　　　　　　計

構　　　成　　　比

特

別

会

計

一

般

会

計
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約 78.7％で、金額は 27,904,762 千円となります。

平成31年3月31日現在 （単位：千円）

東和銀行
埼玉縣

信用金庫

埼玉信用組

合

ちちぶ

農協

市町村職員

共済組合

市町村

振興協会

全国自治

協会
県貸付金 合　計 構成比

6,032 272,894 3,195,141 9.0%

91,656 0.2%

1,100 86,778 0.2%

27,248 0.1%

585,782 248,799 615,211 4,048,034 11.4%

311,633 0.9%

6,604 322 28,447 171,475 0.5%

559,808 1,126,890 142,033 5,026,990 14.2%

8,466 0.0%

27,220 1,313,858 3.7%

305,275 0.9%

200,169 0.6%

0 0.0%

13,628,961 38.5%

685,066 1.9%

9,337 0.0%

0 0.0%

49,170 5,068,980 14.3%

620,916 1.8%

639,146 1.8%

0 592,386 643,652 1,375,689 0 1,058,585 0 0 35,439,129 100.0%

0.0% 1.6% 1.8% 3.9% 0.0% 3.0% 0.0% 0.0% 100.0%
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ミニ解説

【公有財産編】

市の財産には、庁舎や小中学校、図書館、公園、老人ホームなどの様々

な公共施設があります。

このうち、公共的目的に利用している財産を「行政財産」と呼び、特に

行政目的に利用していない財産を「普通財産」と呼んでいます。普通財産

には山林などがあり、行政財産とは異なり売却処分をすることも可能です。

行政財産と普通財産を総称して「公有財産」と呼んでいます。

公有財産は現金が不動産という形になった市民共有の資産です。市では、

他の資産と同様に適正な使用・管理を行うよう努めています。

なお、平成３１年３月３１日現在の土地・建物の面積は１５ページのと

おりです。

【基金編】

自治体にも家計での「預金」と同じ性格の「基金」と呼ばれるものがあ

ります。秩父市には現在１９の基金があります。

主なものには、「財政調整基金」があり、この基金は年度間の財源調整を

する機能があります。具体的には、資金に余裕がある年度にこの基金に現

金を積み立て、資金が不足する場合にはこの基金から取り崩して使用する

というものです。
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その他には、「公有地取得基金」などのように、ある特定の目的に使用する

ために積み立てるものや、「武山育英基金」などのように、一定額の原資を維

持して奨学金の貸付などを行うものがあります。これらの基金の残額が１５

ページに掲載してある「現在高」になります。

「備考」欄に掲載した運用中のものの金額は、奨学金などの貸付残高です。


